
- 1 - 

議案第1 3 8号 

 

 

令和元年度糸魚川市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 

 令和元年度糸魚川市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ9,519千円を追加し、歳入歳出そ

れぞれ3,934,419千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和元年12月２日提出 

 

 

糸魚川市長  米 田   徹 



歳 入

第１表　歳入歳出予算補正

単位：千円

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 　 　 計 　 　

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 わ る 額

歳 入 合 計
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4

5

繰入金

繰越金

1

1

繰入金

繰越金

340,733

340,733

1

1

3,584,166

3,924,900

4,303

4,303

5,216

5,216

0

9,519

345,036

345,036

5,217

5,217

3,584,166

3,934,419



歳 出 単位：千円

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 　 　 計 　 　

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に 係 わ る 額

歳 出 合 計
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1

7

総務費

諸支出金

1

1

総務管理費

償還金及び還付加算金

50,823

42,417

8,306

4,306

3,865,771

3,924,900

4,303

4,303

5,216

5,216

0

9,519

55,126

46,720

13,522

9,522

3,865,771

3,934,419



令和元年度　歳入歳出予算事項別明細書（国民健康保険事業特別会計）

１　総 括

（歳 入） 単位：千円

款 　 　 計 　 　　 補 正 額 　補 正 前 の 額

補正さ れな かっ た款 に係 わる額

歳 入 合 計
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4

5

繰入金

繰越金

340,733

1

3,584,166

3,924,900

4,303

5,216

0

9,519

345,036

5,217

3,584,166

3,934,419
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（歳 出）

款

補正 さ れ な か っ た 款 に 係わ る 額

歳 出 合 計

　　 計 　 　補 正 前 の 額 補 正 額
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1

7

総務費

諸支出金

50,823

8,306

3,865,771

3,924,900

4,303

5,216

0

9,519

55,126

13,522

3,865,771

3,934,419



地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国 県 支 出 金
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補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

4,303

4,303

5,216

5,216

一 般 財 源



款　 項 　目

4款 繰入金， 5款 繰越金
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２　歳 入

補 正 前 補 正 額 計

4款 繰入金

1項 繰入金

1目 一般会計繰入金

5款 繰越金

1項 繰越金

1目 前年度繰越金

　歳 入 合 計

340,733

340,733

338,618

1

1

1

3,924,900

4,303

4,303

4,303

5,216

5,216

5,216

9,519

345,036

345,036

342,921

5,217

5,217

5,217

3,934,419



金 額区 分
説 明

節
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単位：千円

1

1

基準内繰入金

前年度繰越金

4,303

5,216

3職員給与費等繰入金 4,303

1前年度繰越金 5,216



1

1

1

7

1

3

款

項

目

款

項

目

総務費

総務管理費

一般管理費

諸支出金

償還金及び還付加算金

償還金

50,823

42,417

40,272

8,306

4,306

1

4,303

4,303

4,303

5,216

5,216

5,216

55,126

46,720

44,575

13,522

9,522

5,217

補　正　額款　　　項　　　目 補　正　前

３　歳　出

計

節

節

区分

区分

金額

金額

1

1

一般管理費職員人件費

保険給付費等交付金償還金

事業費

事業費

31,598

1

4,303

5,216

35,901

5,217

2

3

4

23

給料

職員手当等

共済費

償還金、利子及び割引料

535

3,386

382

5,216

・繰入金

・一般財源 5,216

歳　　出　　合　　計 3,924,900 9,519 3,934,419

［財源内訳］

［財源内訳］

職員給与費等繰入金 4,303

1款　総務費　7款　諸支出金
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その他特財国・県支出金 一　般　財　源財　源　内　訳 地　方　債

単位：千円

財　源　内　訳

4,303

4,303

4,303

0

0

0

5,216

5,216

5,216

1

1

一般管理費職員人件費の経費内訳

保険給付費等交付金償還金の経費内訳

一般職給料 535 期末手当 314

扶養手当 558 勤勉手当 137

住居手当 78 寒冷地手当 90

通勤手当 △164 児童手当 600

時間外勤務手当 1,773 職員共済組合負担金 382

償還金 5,216

財　源　内　訳 4,303 5,216
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一　般　職

　１ 総　括 単位：千円

給　　　与　　　費

(人)

5 17,889 12,217 30,106 5,795 35,901

5 17,354 8,831 26,185 5,413 31,598

0 535 3,386 3,921 382 4,303

単位：千円

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員特
別勤務手当

補 正 後 996 726 80 2,273

補 正 前 438 648 244 500

比  　較 558 78 △ 164 1,773

区  分
管 理 職
手  　当

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手　　当

児童手当
単身赴任
手　　当

休 日 給

補 正 後 4,289 2,898 355 600

補 正 前 3,975 2,761 265 0

比　　較 314 137 90 600

区  分 夜勤手当 地域手当 退職手当 合　　計

補 正 後 12,217

補 正 前 8,831

比　　較 3,386

補　正　後

補　正　前

比　　　較

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

国民健康保険事業特別会計補正予算

給 与 費 明 細 書

区　分 職 員 数 共 済 費 合　　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計
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 ２ 給料及び職員手当の増減額の明細                    単位:千円 
 
区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考 

給 料 535 

給与改定に 

伴う増減分 
18 

本 年 度 

給与改定に 

伴 う も の 

給料月額の改定 

そ の 他 の 

増 減 分 
517 

人事異動等 

に伴うもの 

職員数の異動状況 
 現に在職する職員数 
  補正後   5 人 

補正前   5 人 
増 減   なし 

職 員 

手 当 
3,386   

制度改正に 

伴う増減分 
3 

本 年 度 

給与改定に 

伴 う も の 

給料月額の改定に伴う期末勤

勉手当額の増額 

そ の 他 の 

増 減 分 
3,383 

人事異動等 

に伴うもの 

職員数の異動状況 
 現に在職する職員数 
  補正後   5 人 

補正前   5 人 
増 減   なし 

 

 

 ３ 給料及び職員手当の状況 
 

  (1) 職員 1人当たり給与 

区   分 行 政 職 

令和元年 11 月 1日現在 

平均給料月額 (円) 296,340 

平均給与月額 (円) 324,480 

平 均 年 齢 (歳)   39.01 

平成 30 年 11 月 1 日現在 

平均給料月額 (円) 279,760 

平均給与月額 (円) 319,516 

平 均 年 齢 (歳)   37.05 

 

 

  (2) 初任給 

区   分 行 政 職(円) 
国 の 制 度 

行政職(一)(円) 

高 校 卒 148,600 148,600 

大 学 卒 180,700 180,700 
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 (3) 級別職員数 

区   分 級 
行  政   職 

職員数(人) 構成比(％) 

令和元年 11 月 1日現在 

1 級 1  20.0 

2 級   

3 級 3  60.0 

4 級 1  20.0 

5 級       

6 級       

7 級       

計 5 100.0 

平成 30 年 11 月 1 日現在 

1 級 1  20.0 

2 級   

3 級 3  60.0 

4 級 1  20.0 

5 級    

6 級       

7 級       

計 5 100.0 

 

  （級別の標準的な職務内容） 

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 

行 政 職 

主  事 

技  師

主 事 補 

技 師 補 

主  事 

技  師 

 

 

係  長 

主任主査 

主  査 

主任主事 

主任技師 

副 参 事 

係  長 

主任主査 

参  事 

課長補佐 

副 参 事 

 

課  長 

参  事 

 

 

部  長 

 

 

 

 

 

  (4) 昇 給 

区   分 行 政 職 

補 

正 

後 
職    員    数 (A) （人）     5 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) （人）     5 

号 給 数 別 内 訳 

2 号給 （人）      

4 号給 （人）     5 

6 号給 （人）      

8 号給 （人）      

比      率 (B)/(A) （％） 100.0 

補 

正 

前 

職    員    数 (A) （人）     5 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) （人）     5 

号 給 数 別 内 訳 

2 号給 （人）      

4 号給 （人）     4 

6 号給 （人）   1 

8 号給 （人）      

比      率 (B)/(A) （％） 100.0 

備考 号給数別内訳は、基本的な基準により算出したもの。 
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  (5) 期末手当・勤勉手当 

区 分 
支給期別支給率 支給率計 

(月分) 
職制上の段階、職務の 
等級による加算措置 6 月(月分) 12 月(月分) 

本 年 度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.45 (2.35) 有 

前 年 度 2.125 (1.075) 2.325 (1.275) 4.45 (2.35) 有 

国 の 制 度 2.225 (1.175) 2.275 (1.175) 4.50 (2.35) 有 

備考 （ ）内は、再任用職員の支給率 

 

 

  (6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分 
20 年勤続
の者(月分) 

25 年勤続
の者(月分) 

35 年勤続
の者(月分) 

最高限度 
(月分) 

そ の 他 の 
加算措置等 

退 職 時 
特別昇給 

支 給 率 等 24.58688 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職 
特 別 措 置 
2％～45％加算 

無 

国 の 制 度 
(支給率等) 

24.58688 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職 
特 別 措 置 
2％～45％加算 

無 

 

 

  (7) 特殊勤務手当 

     該当なし 

 

 

  (8) その他の手当 

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  じ  

住 居 手 当 同  じ  

通 勤 手 当 同  じ  

 


